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プラン 

• MOOC再考 
– 1年の反省 

• 「オープン」の維持可能性 
– 今年はBOAIから10年の節目 
– “Open Source” 

• 儲かる大学の可能性 
• 「大学」消滅のストーリー 
• 起死回生の方策はあるのか? 

– すくなくとも全面的見直しは必要という軟弱な結論 



4月以降に考え始めたらしい 

• Tweetsから 
– 23 Apr Syun Tutiya  @tutiya 

• MOOC(大規模にオープンなオンライン・コース)の時代到来なの
か?Udacity/MITx/Corsera/etc エリート大学でしかできなさそうだがそれなりの位置
づけを得ると高等「教育」が変わってしまうのか。 http://bit.ly/JiYHC9  

– 8 May Syun Tutiya  @tutiya 
• もう“MOOC”は普通の用語なのか。EdXはスタンフォードへの対抗?Face-to-faceの

キャンパス経験の意義の再定義こそ核心。 RT @wired: ... Brings Research Focus 
to Cloud Ed http://bit.ly/IT55Fd  

• 2月  本年11月末締切原稿お誘い 
• 7月  金沢工大図書館ラウンドテーブル 
• 8月 TIES講演お誘い 
• 今日にいたる 

 
 

http://bit.ly/IT55Fd




とりあえず1年を振り返り、 
• MOOCの新しさは不明 

– 遠隔性は新しくない 
• 「通信教育」 

– 授業スタイルは新しくない 
• いつか来た道? プログラム学習 

– 対面性をSNSで代用してみても、所詮そこまでだし、Blended 
learning/Flipped Classroomのひとつの方法 ⇒ Texas/edX 

– おまけに「単位」概念まで導入しようとしている 
• ACEとの連携 

• 「大量」? しかし、U of Phoenixは40万人 
• プラットフォームと授業実践との分離? 

– 「楽天市場」? 
• 「無料」? しかし、日本の放送大学はすでにやってる 

– おまけに(大学評価・)学位授与機構がある 
• 学習状況のモニターの可能性の増大 
• Obama の Completion agenda との親和性からの話題性? 
• むしろ、もっと本格的に考えるべきか? 

 



BOAIから10年 

• Budapest Open Access Initiative, February 14, 2002 
– 「オープンアクセス」の定義 
– Green road/Golden road 

• 10年の変化 
– プリントの消滅。すくなくともSTMでは 

• 「オープンアクセス」の前提はインターネット 
• オンライン雑誌によってのみ可能な「ビッグディール」 

– 「オープンアクセス」の商業的現実性 
• 機関リポジトリがどんどんできた 
• 実際に雑誌ができた 

 

 





CourseraとACEとの提携 



オープン・エデュケーションは無料ではない 

• 前提： 本当に無料のものはない 
• 高等教育は無料ではなく、誰かが払っていた 

– 国、都市、王様等が支払っていた 
– 都市が支払っていた 
– 個人が支払っていた 

• でもなぜ?  
– スポンサーの事情(富国強兵、立身出世など) 
– 公式的説明 

• 公共財である。それならば、全員が利用可能であるべし ⇒ 
しかし、資源制約があり普遍的にアクセスできない ⇒ 機会
均等公平な競争選抜ゆえに受益者負担が一部であってよ
いが、基本的には資源提供は社会が負担する 
 

 



高等教育の費用負担の理屈 

• 公共財(public goods)主義 
– 税金投入の最大の根拠 
– しかし、ユニバーサル・アクセスは提供できない=エリート教育
は提供できる 

– 「納税者」のご意向に依存 ⇒ この原理は一見オープン化を促
すが、実際には納税者(=可能的利用者)還元主義で閉じかね
ない 

• 学生消費者主義(student consumerism) 
– 学生が商品としての高等教育を購入、消費して、個人個人の
雇用可能性を向上させる 

– 私的支払いの根拠になる 
– もちろんこれでは、分担負担(クラブ財)までしかいかない 

• 両者折衷が世界の現状か 



成功した「オープン」 

• 学術雑誌オープン刊行 
– 「(プリント)雑誌の危機」(Serials Crisis) 
– 市場メカニズムの導入 ⇒ 失敗 
– オープンアクセス化 ⇒ 成功するかもしれない 
– 提供者支払いモデル 

• LINUX 
– GNU/FSF … GNUライセンスによって複製、改良、再配布

(ただし、GNULの継承が条件) ⇒ “Free as in freedom” 
http://www.gnu.org/gnu/thegnuproject.html 

– The Cathedral and the Bazaar =>  "given enough eyeballs, 
all bugs are shallow” 

– LINUXは一応成功している 
– 実現・支援・維持による回収モデル 

 
 

 

http://www.gnu.org/gnu/thegnuproject.html


オープンアクセスは夢想ではない 
•  PLoS ONE の成功。  “Megajournal” 

– 約14,000 論文刊行(2011) 
– Journal Impact Factor > 4 
– APC = $1,350 
– PLoS ONE 自体は補助金だよりだった 

• 商業出版社の追従 
– NPG’s Scientific Reports, SpringerOpen, Sage Open,  

• オープンアクセス出版は夢ではなく、現実。理念で
はなく金儲けの手段(“predatory journal” 

• ただし、倫理的、現実的懸念 
– 自費出版なので利益相反の可能性 
– オープンなのでplagiarism、duplicate submissionが容易 
– これからの論文点数増加に対応可能か? 



もっと成功している「オープン」 

• Google 
– BannerからClick 

Throughへ 
– テキスト主義 
– Target marketing 

• 広告主支払いモ
デル 
– 90%以上が広告
収入 

– 多くが追従 
 
 



お お 

失敗例 



University of Phoenix 



“Our Philosophy”  at UOPX 
• Our core goal is to meet the needs of working and underserved students 

by giving you the chance to earn your college degree. Flexible scheduling, 
faculty with real-world knowledge and a consistent and effective 
curriculum design help make higher education accessible to everyone. 

• Accessibility to Higher Education(入学者の選抜はしない) 
– We don’t require students to provide standardized college entrance exam 

scores or essay submissions for admission. (snip) 
• Flexible Scheduling(学期制をとらない) 

– We offer flexible class schedules instead of operating on a semester or quarter 
time frame. This means you can get started right away and enroll at University 
of Phoenix year-round. 

• Practitioner Faculty(教員は研究者ではない) 
– We bridge the gap between theory and practice by hiring faculty members 

who bring more than an advanced degree to the classroom. Faculty members 
are also working professionals who are encouraged to stay current in their 
professions and involved in academic and scholarly activities. 

• Centralized Curriculum Design(カリキュラム設計の一元化) 
– Our degree programs are designed to provide a quality education based on 

relevant and effective learning. Our college Deans and select faculty members 
collaborate to create each program based on specific objectives for student 
outcomes. 

 
 



“Thechnology that elevates your 
learning experience” 



営利大学は素晴しいが、問題だ! 

• 全大学生の9%が営利大学に在籍する。
それに対して、Pell Grantsの25%($8.7B)
が提供され、さらにローンが$25.9Bに上
り、滞納率の44%を占めている 
 

 

 

• Pew Charitable Trust  http://www.pewtrusts.org/news_room_detail.aspx?id=56473 

David Shulenburger氏スライドから 



営利大学だけが成長している 
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David Shulenburger氏スライドから 



営利大学の卒業率は圧倒的に低い 
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• IPEDS First Look 2008-09, Table 5. Graduation rates at Title IV institutions, by race/ethnicity, level and control of institution, gender, 
and degree at the institution where the students started as full-time, first-time students: United States, cohort year 2002. 
 source: Education Trust 

David Shulenburger氏スライドから 



営利大学の学生の負債は圧倒的に
大きい 
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• Analysis of NPSAS:08 in Trends in Student Aid, The College Board, 2009. source: Education Trust 

David Shulenburger氏スライドから 



かつ、滞納率も高い 

Institution Type 

Cohort Default Rate (CDR) 
(Three-year average, 2005-07) 

3-Year 

For-profit 19.1% 

Private, non-profit 5.0% 

Public 8.1% 

• Ed Trust analysis of Trial 3-Year Cohort Default Rates, National Student Loan Data System, 
Department of Education, http://federalstudentaid.ed.gov/datacenter/cohort.html 

If default rates were tracked for three years instead of two,  
for-profit default rates would double to about one in five.   

 

source: Education Trust 

David Shulenburger氏スライドから 

http://federalstudentaid.ed.gov/datacenter/cohort.html


2012年米国上院報告 

• For Profit Higher Education: 
The Failure to Safeguard the 
Federal Investment and 
Ensure Student Success 

 
"Congress must put in place a 
much more rigorous regulatory 
structure that incentivizes the 
sector to make the financial 
investments necessary to result 
in higher student success." 



儲かっている大学 



営利・非営利の授業料比較 



l83 

80億円 

70億円 

学生数2万人(headcount) 
年間卒業生 4000人 
教員数400人 



放送大学(160億(23年度)) 

• 収入 
– 授業料等: 57億 
– その他: 3億 
– 国庫補助金: 101億(第六条  国は、予算の範囲内において、放送大学

学園に対し、第四条第一項に規定する業務に要する経費について補助する
ことができる。) 

• 支出 
– 管理経費: 10億円( 庁費90%) 
– 教材作成事業費: 29億円 
– 教育研究費(含教員給与、 庁費): 85億円  
– 放送事業費: 25億円 
– 施設設備費: 16億円 



放送大学ですら 

• 補助金金額と教育研究費+教材作成事業費が
拮抗している 
– 実際には使途の意味はあまりよく整理できない 

– 場所代はあまりかかっていない 

– 授業料収入はけっこうある 

• この比率は健全なのか 
– 機会提供・成果不問 の議論だけでいつまでもつ
か? (私立大学セクターはどう考えていくのか?) 
 

 



大学消滅シナリオがある(1) 
(学生消費者主義の可能な帰結) 

1. 「大学は社会の期待に応えていない」という声 
– 教育サービスの消費者としての学生、親から 
– 卒業生を雇用する消費者としての雇用者から 
– 共通に、高等教育を私的投資としてして理解している 

2. ならば、雇用可能性の向上として高等教育を再定義 
– 高校はすでにその機能では定義できない(高卒就職者の希
少性) 

– 単純(?)時給労働は雇用ではない 
– 「何ができるか」が重要 ⇒ 「学習成果」 
– つまり、「卒業」(=生涯保証資格)に価値がなくなる(特定の雇
用に必要な能力保証があれば(いや、そちらのほうが)大事
(?)) 

3. (学士号)学位を授与する大学は不要 



「儲ける」方法 

• 人は雇わない 
– 営利大学の最大数のスタッフはrecruiter 

• (大きな)キャンパスをもたない 
 





少子化しても学生は300万人から減っていない 
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大学消滅シナリオはひとつではない(2) 
(MOOC成功の可能な帰結) 

1. 何かを学びたいならばそれを学べばよい 
– 大学で四六時中拘束される必要はない 
– 自分のペースで学べるほうがよい 

2. 時間と距離を無視するインターネットがある 
– オンラインで高品質のコースが提供可能であれば十分である 
– それは、MOOC (Coursera, Udacity, edX, etc)によって可能となった。

先触れは、大規模遠隔大学や営利大学に実はあった 
– MOOCによって、「教室の講義」機能はオンライン実現できる 
– SNS上のpeer tutoringやpeer gradingによって、「教室」のコミュニティ

機能は実現できる 
3. したがって、「教室講義」を中心とする近代的大学は不要 
4. そもそも、多数の学生を同時に教室に集めてspeaker教員ひとり

が教授するというのはたんなる効率追求だったのではないか? 
– ただし、現在のところ、MOOCは無料モデルで集客している(つまり、

対価を支払い品質を要求する「消費者」ではない) 
– 現在の質保証の基本は、近代的工場生産主義における質管理 



大学がなくなるならば、「高等教育」は
どのようにして実現? 

ひとつの理屈 
1. 中等教育は、雇用可能性を増大させることを目的と

しない ⇒ それが高等教育の役割? 

2. 学生は学習成果を達成することで雇用可能性を増
大 

3. ひとりひとりの学生が知識・技能を必要なだけつけ
る環境があればよい 

4. したがって、高等教育は環境としてしか存在し得な
い 



かつ、学生は一人一人違う 

• 「学位」の包括的質保証の終焉 
– 入学時点における学力の多様性。実質的オープン・アドミッショ

ン。アメリカについで日本も? 
– 結局、差分による「学習成果」の定義のみが可能 

• 専門職については、「学位」は意味が違う 
– 法科大学院が典型的 
– 専門職を学士課程教育に位置づけることの意味 

• 「卒業」「学位」の意味はすでに変質していた 

• 学習成果(=身につけた知識・技能)で評価するということは、
単位およびその集積としての学位の意味の否定になって
いるのかもしれない 

• 学生またはそのコンサルタント・スポンサーとしての親
and/or社会が高等教育の方式を決めないといけない 

 



教科書はなぜ学生負担か 

• 初中等教育では公的負担⇒教科書内容が必要十分 
• しかし、大学では、「教科書」は授業の一部ではない ⇒教
科書内容が必要十分でない⇒ 

• 大学では、授業において達成目標が設定される。しかし、
授業時間は限定されていて、目標内容のすべてに言及す
ることはできない。しかし、初中等教科書のイメージが高
等教育まで移行? 

• 達成目標を達成するのは学生個人である。しかし、現在
の学位は、集団について質保証しているだけ ⇒ だから、
「大学卒」では信用できなくなったのか 
– 昔は、入学時のフィルターが機能していた 

 



整理1： 高等教育機関のミッション 

1. 学術的能力涵養 
– 「教養教育」ではない 

2. 専門職教育 
– 学士課程?大学院課程? 
– 社会的資格制度 ⇔ 生涯学習  高等教育? ある種の既
得権益の存在との関係 

3. 研究 
– 新しい知識の創造  ⇒  そもそもこれからの「知識」とは 
⇒ 知識の体系性の限界 ⇒ 体系を「教える」ことの無意
味 

– 広い意味での社会還元 



学ぶのは知識ではない、あるいは、 
知識の意味が変わるのか? 

• 積み上げ的学習 ⇒ つまみぐい的学習 
– 「役に立つ」知識は体系的とは限らない 
– 部品を組み立てるだけの知識でも役に立つ 

• そっちのほうが推奨されているのでは? 

• 体系からリンクへ 
– 「学際」が評価される時代に「体系」は無理 
– 「体系」に依存するかぎり、「専門家」が必要だが、「専門
家」は体系の外では話せない訓練 

– いずれにせよ、「体系」間の翻訳が必要。しかし、それは
可能? 

– さて、リンクとは何? 



整理2: 5つの可能性 

1. 公的負担モデル 
– もう無理 

2. 学生負担モデル 
– そろそろぎりぎり(イギリス、アメリカ) 

3. オープンモデル1 広告スポンサー負担モデル 
– 高等教育では多分受け入れられない 

4. オープンモデル1 提供者負担モデル 
– 最終的な支払者はわからない 

5. オープンモデル1 実現・維持回収モデル 
– 大学教師のTA化 



ふたつの可能性(広告モデルはアプリオリに排除) 

• バーチャル生活共同組合方式 
– 同じことを学びたい人が共同出資して(クロスボーダーに) 
– MOOCsプラットフォームを選択する 
– 比較的素直な受益者負担モデルかもしれない 

• 教育資源(授業、教材等)提供者支払主義 
– 教えたい人が自分で(授業設計・実施+プラットフォーム利用費用を)負担
して教える(そのための原資は多様であり得る) 

• 要するに、いずれにせよ教育・研究の場としての「大学」は
なくなりそうだ 
– 「研究」はどうなるのか? 「教授置屋としての研究所」?それなら
現在の「研究大学」と同じではないか…Who does MOOCS? 

• 今後の高等教育の方式は学生に決めさせよう 
– students as partners 
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